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を象徴する緑色の球体が、安定して同じ軌道
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独立行政法人自動車技術総合機構
【本部】

　〒160-0003
　東京都新宿区四谷本塩町４-４１ 住友生命四谷ビル4F
　TEL：03-5363-3441
　FAX：03-5363-3347

【交通安全環境研究所】

　〒182-0012
　東京都調布市深大寺東町7-42-27
　TEL：0422-41-3207

　 HP ：https://www.naltec.go.jp/index.html 　 HP ：https://www.ntsel.go.jp/
　FAX：0422-41-3233

自動車技術総合機構の
ご案内

H1-4　　210mm×297mm



自動車技術総合機構は、
安全で環境にやさしい交通社会の実現に貢献していきます。

的確で厳正かつ公正な業務の実施
● 自動車の審査業務
 （型式認証における基準適合性審査）
 （使用段階における基準適合性審査）
● 自動車の登録確認調査業務
● 自動車のリコール技術検証業務

自動車基準の国際調和及び
鉄道システムの海外展開への支援等
● 自動車基準の国際調和への支援
● 鉄道システムの海外展開への支援

新技術や社会的要請に対応した行政への支援
● 質の高い研究成果の創出
● 自動車の審査業務の高度化
● 自動車のリコール技術検証業務の高度化

● 厳正かつ公正な検査の方法の整備と実施の徹底
● 新技術に対応した研究・審査業務の整備と国際発信力の強化

基本的な考え方

　「道路運送車両法及び自動車検査独立行政法人法の一部を改正する法律」（平成27年法律第44号平成27
年6月24日公布）に基づき、自動車の設計から使用段階までを総合的に対応することによりシナジー効果の
創出を通じ、自動車等の陸上交通に係る国民の安全・安心の確保及び環境の保全を図ることを目的として、
旧自動車検査独立行政法人及び旧独立行政法人交通安全環境研究所の２法人を統合し、自動車技術総合機
構が設立されました。
　併せて国が行う登録基準の適合性審査に係る確認調査業務を自動車技術総合機構に移管して行うこと
とされました。

設立の経緯

組織図

沿革

第２期中期計画

内部監査室理事長

監事

代表理事（交通研所長）
理事 ４名

※交通安全環境研究所内に設置

監事監査室

総務部

企画部

※

リコール技術検証部 ※

総務課

人事課

会計課

企画課

経営管理課

人材開発課

研修センター

環境研究部

自動車安全研究部

交通システム研究部

※

※

※

※

鉄道認証室

検査部 検査課

施設課

地方検査部 管理課

検査課

地方事務所

技術コーディネーター

昭和25年4月 運輸省の総合技術研究所として運輸技術研究所を設立

昭和38年4月 運輸技術研究所改組再編成により船舶技術研究所設立

昭和45年7月 船舶技術研究所より分離し、交通安全公害研究所設立

平成13年1月 中央省庁再編により国土交通省交通安全公害研究所に移行

平成13年4月 独立行政法人交通安全環境研究所設立

平成14年7月 国が行う検査の一部を分離する形で自動車検査独立行政法人を設立

平成28年4月 自動車検査独立行政法人と独立行政法人交通安全環境研究所が統合し自動車技術総合機構設立
併せて国が行う登録基準の適合性審査に係る確認調査業務を自動車技術総合機構に移管

令和元年5月 自動車技術総合機構の業務に審査用技術情報管理事務及び自動運行装置等に組み込まれた
プログラムの改造等に係る技術的な審査業務が追加

※

※

自動車認証審査部 ※

中部事務所

※自動車試験場

情報セキュリティ審査センター

OBD 情報・技術センター

P2-P3　　210mm×297mm



自動車技術総合機構は、
安全で環境にやさしい交通社会の実現に貢献していきます。

的確で厳正かつ公正な業務の実施
● 自動車の審査業務
 （型式認証における基準適合性審査）
 （使用段階における基準適合性審査）
● 自動車の登録確認調査業務
● 自動車のリコール技術検証業務

自動車基準の国際調和及び
鉄道システムの海外展開への支援等
● 自動車基準の国際調和への支援
● 鉄道システムの海外展開への支援

新技術や社会的要請に対応した行政への支援
● 質の高い研究成果の創出
● 自動車の審査業務の高度化
● 自動車のリコール技術検証業務の高度化

● 厳正かつ公正な検査の方法の整備と実施の徹底
● 新技術に対応した研究・審査業務の整備と国際発信力の強化

基本的な考え方

　「道路運送車両法及び自動車検査独立行政法人法の一部を改正する法律」（平成27年法律第44号平成27
年6月24日公布）に基づき、自動車の設計から使用段階までを総合的に対応することによりシナジー効果の
創出を通じ、自動車等の陸上交通に係る国民の安全・安心の確保及び環境の保全を図ることを目的として、
旧自動車検査独立行政法人及び旧独立行政法人交通安全環境研究所の２法人を統合し、自動車技術総合機
構が設立されました。
　併せて国が行う登録基準の適合性審査に係る確認調査業務を自動車技術総合機構に移管して行うこと
とされました。

設立の経緯

組織図

沿革

第２期中期計画

内部監査室理事長

監事

代表理事（交通研所長）
理事 ４名

※交通安全環境研究所内に設置

監事監査室

総務部

企画部

※

リコール技術検証部 ※

総務課

人事課

会計課

企画課

経営管理課

人材開発課

研修センター

環境研究部

自動車安全研究部

交通システム研究部

※

※

※

※

鉄道認証室

検査部 検査課

施設課

地方検査部 管理課

検査課

地方事務所

技術コーディネーター

昭和25年4月 運輸省の総合技術研究所として運輸技術研究所を設立

昭和38年4月 運輸技術研究所改組再編成により船舶技術研究所設立

昭和45年7月 船舶技術研究所より分離し、交通安全公害研究所設立

平成13年1月 中央省庁再編により国土交通省交通安全公害研究所に移行

平成13年4月 独立行政法人交通安全環境研究所設立

平成14年7月 国が行う検査の一部を分離する形で自動車検査独立行政法人を設立

平成28年4月 自動車検査独立行政法人と独立行政法人交通安全環境研究所が統合し自動車技術総合機構設立
併せて国が行う登録基準の適合性審査に係る確認調査業務を自動車技術総合機構に移管

令和元年5月 自動車技術総合機構の業務に審査用技術情報管理事務及び自動運行装置等に組み込まれた
プログラムの改造等に係る技術的な審査業務が追加

※

※

自動車認証審査部 ※

中部事務所

※自動車試験場

情報セキュリティ審査センター

OBD 情報・技術センター

P2-P3　　210mm×297mm



　自動車技術総合機構は、自動車技術について設計（自動車の基準支援研究）から新車（型式指定 審査）、使用過程（車検時審査、リコール技術検証）の段階までの対応を総合的かつ一体的に行い、
自動車技術の総合力を発揮できる体制を有しています。
　これにより自動車の使用における安全・安心を確保し、また、現場業務で得られる知見・情報を基 に、使用段階までを対象とした安全・環境対策に係る国際的な提案・発信力が強化され、自動車基準
の国際調和に寄与していくことが期待されます。
　またこれを通じ、燃料電池自動車や自動運行装置等の革新的技術の開発・普及の推進に貢献し て参ります。

基準策定支援研究

使用段階も見据えた
基準策定や型式指定審査手法の改善

設 　  計

自動車の設計から使用段階までの総合的対応 ( 機構創設による新たな効果 )

　自動車の使用実態や技術情報を踏ま
え、基準化する内容を検討し、安全環境
に係る基準案を策定

型式指定審査

新 　  車

　試験走行路や衝突試験設備等において、
型式指定に係る基準適合性審査を行うこ
とにより不適合車両の流通を未然防止

自動車検査

　全国93箇所の車検場において、年間
700万件以上の基準適合性を審査する
など、使用過程での基準適合性を確保

リコール技術検証

使 　  用 　  過 　  程

　自動車の不具合事象の原因やリコー
ル措置について技術的に検討すること
により基準不適合車両を排除

設計から新車、使用の段階の業務を総合的に実施し、 新技術の導入や不具合発見等への迅速・確実な対応を実現

期
待
さ
れ
る
効
果

研究部分での活用 リコール検証部
との情報共有

使用過程での
技術情報
や知見 実効性の高い基準策定や国際

標準の提案による自動車基準
の国際調和の推進

当該情報に基づく
リコールの迅速な実施

革新的技術に対応した
適切かつ効率的な審査手法の開発等

特定の審査項目について
不合格率の分析

OBD検査の導入
（2024年10月～）

※車載式故障診断装置を活用した自動車の検査

膨大な
検査情報

P4-P5　　210mm×297mm

　自動車技術総合機構は、自動車技術について設計（自動車の基準支援研究）から新車（型式指定 審査）、使用過程（車検時審査、リコール技術検証）の段階までの対応を総合的かつ一体的に行い、
自動車技術の総合力を発揮できる体制を有しています。
　これにより自動車の使用における安全・安心を確保し、また、現場業務で得られる知見・情報を基 に、使用段階までを対象とした安全・環境対策に係る国際的な提案・発信力が強化され、自動車基準
の国際調和に寄与していくことが期待されます。
　またこれを通じ、燃料電池自動車や自動運行装置等の革新的技術の開発・普及の推進に貢献し て参ります。

基準策定支援研究

使用段階も見据えた
基準策定や型式指定審査手法の改善

設 　  計

自動車の設計から使用段階までの総合的対応 ( 機構創設による新たな効果 )

　自動車の使用実態や技術情報を踏ま
え、基準化する内容を検討し、安全環境
に係る基準案を策定

型式指定審査

新 　  車

　試験走行路や衝突試験設備等において、
型式指定に係る基準適合性審査を行うこ
とにより不適合車両の流通を未然防止

自動車検査

　全国93箇所の車検場において、年間
700万件以上の基準適合性を審査する
など、使用過程での基準適合性を確保

リコール技術検証

使 　  用 　  過 　  程

　自動車の不具合事象の原因やリコー
ル措置について技術的に検討すること
により基準不適合車両を排除

設計から新車、使用の段階の業務を総合的に実施し、 新技術の導入や不具合発見等への迅速・確実な対応を実現

期
待
さ
れ
る
効
果

研究部分での活用 リコール検証部
との情報共有

使用過程での
技術情報
や知見 実効性の高い基準策定や国際

標準の提案による自動車基準
の国際調和の推進

当該情報に基づく
リコールの迅速な実施

革新的技術に対応した
適切かつ効率的な審査手法の開発等

特定の審査項目について
不合格率の分析

OBD検査の導入
（2024年10月～）

※車載式故障診断装置を活用した自動車の検査

膨大な
検査情報

P4-P5　　210mm×297mm



自動車安全研究部

業務内容について

試験研究を通じた、安全・環境に係る国の施策立案・基準策定支援

自動運転システム等の高度化、複雑化する新技術に対応した将来安全基準・技術評価手法の開
発、運転者や歩行者の視点に立った自動車の安全についての研究等を通じ、自動車交通の安全
リスク低減による安全・安心社会の実現に貢献しています。
　
交通事故死傷者数の削減を行う観点から、被害軽減のための衝突安全や事故を未然に防ぐ予防
安全等のテーマについて、各種調査研究を行っています。
　
また、点検・整備・検査時審査等に関して、新技術に対応した手法の改善等も提案します。

環境研究部

各種の環境課題の解決、高度化・複雑化する環境規制、環境技術への対応等の観点から、基準策
定、試験方法の改善等のための研究を実施し公害の防止に貢献しています。
　
交通に関する地球温暖化の防止、環境負荷の低減、省エネルギーの推進、エネルギー源の多様化
等に関する課題分析と施策提言を行う観点から、燃費基準の高度化、有害物質排出・騒音の評価
方法の高度化等、環境にやさしい交通行動や環境負荷の低減に資する研究を実施しています。

国際調和推進に関する業務
自動車の技術基準を国際的に統一する取組は、国際連合欧州経済委員会自動車基準調和世界フォーラム（UN-ECE/WP29）で進められ
ており、我が国もUN-ECE/WP29の国際協定下で国連規則や世界技術規則の制定・改訂作業に積極的に参加しています。
　
当機構では、国の活動を支援する立場からUN-ECE/WP29の下に組織されている様々な会議に参加するとともに、研究成果や認証審
査の知見を活用し、我が国の先駆的な自動車技術に基づく基準・試験方法等について積極的に提案を行い、我が国の自動車技術の国際
標準化に貢献します。

リコール技術検証部

自動車のリコールに係る技術的な検証を通じた、リコールのより迅速かつ確実な対応

リコール技術検証部では、自動車ユーザーの一層の安全と安心につなげるため、自動車の不具
合の原因が設計又は製作過程にあるかの技術的な検証を通じ、リコールの迅速かつ確実な実施
に貢献しています。
　
また、高度化・複雑化する自動車の新技術や不具合に対応するため、技術力の向上、外部機関と
の連携、業務実施体制の強化等を図っています。
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情報機器（カーナビ、スマホなど）の操作が
運転に及ぼす影響を評価する実験

自動車認証審査部

自動車型式審査を通じた、基準不適合車両の流通の未然防止

自動車認証審査部は、自動車型式指定制度に基づき、自動車等の基準適合性について、公正・中
立な立場で認証審査を行う我が国唯一の機関です。
　
また、技術力の向上等を通じ、高度化、複雑化する自動車の新技術や新たな国際枠組みにも積極
的に対応していきます。前面衝突時の乗員保護試験

地方検査部、地方事務所

自動車の登録確認調査業務

登録基準の適合性審査に係る確認調査業務を実施します。
　

登録申請書類の事前確認

交通システム研究部

試験研究を通じた、交通システムの技術評価・基準策定に対する技術支援等

鉄道、LRT（低床式次世代路面電車）等の交通システムに係る安全・安心及び安定輸送の確保に貢
献するため、省コストで安全性の高い事故防止策の検討、新たなシステム・車両の国内外の動向
を踏まえた技術評価等に取り組むとともに、地域の特性に応じた公共交通導入のための利便性
や環境特性等に関する評価など、陸上交通の総合的な安全・環境に係る課題についても取り組
んでいます。

路面電車・自動車間通信型 ASVデモンスト
レーション

鉄道認証室

我が国鉄道技術の国際標準化等に対する技術支援

鉄道認証室は、平成24年（2012年）に我が国初の鉄道分野における国際規格適合性認証機関と
して認定を取得しました。
　
認証審査に関する国際規格ISO／IEC17065に基づく認証活動を通じ、鉄道製品・技術の国際展
開に貢献しています。

鉄道認証室は、独立行政法人製品評価技術基盤機構認定センター（IAJapan）から認定を取得した
ASNITE 製品認証機関です。認定範囲は鉄道分野の RAMS 設計図書認証及び RAMS 製品認証です。

本部、地方検査部、地方事務所

使用過程における基準適合性の審査

自動車の使用段階における基準適合性審査（いわゆる車検時の審査）を的確で
厳正かつ公正に実施します。
　
審査事務規程に則った検査業務が行えるよう、必要な機器・設備を整備すると
ともに、職員への研修や、受検者へ検査業務の理解を求める周知活動等に取り
組みます。
　
社会的要請が高い街頭検査については国土交通省と連携して効率的な実施
を図るとともに、所用の構造・装置の取り外しが疑われる車両に係る情報につ
いて情報共有を行うことにより、一層の不正改造車対策を推進します。
　
また、新たな検査手法としてOBD検査を導入し、自動車の技術情報の管理や
継続検査等における検査用スキャンツールを用いた検査を実施します。

上：検査場での審査
左下：街頭検査の様子　右下：OBD検査の実証実験

衝突被害軽減ブレーキの不要作動実験　　　　　　　　　　　　　　　
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検査部及び事務所配置図
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検査部
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交通安全環境研究所

テクノロジーを象徴する青色の球体と、環境
を象徴する緑色の球体が、安定して同じ軌道
上に乗って動いている様子を描きました。安
全かつ環境にやさしい交通社会の構築を目指
す経営理念をイメージしています。
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独立行政法人自動車技術総合機構
【本部】

　〒160-0003
　東京都新宿区四谷本塩町４-４１ 住友生命四谷ビル4F
　TEL：03-5363-3441
　FAX：03-5363-3347

【交通安全環境研究所】

　〒182-0012
　東京都調布市深大寺東町7-42-27
　TEL：0422-41-3207

　 HP ：https://www.naltec.go.jp/index.html 　 HP ：https://www.ntsel.go.jp/
　FAX：0422-41-3233

自動車技術総合機構の
ご案内
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